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本書面は,令和4年、7月2 9目付け抗告人ら準備書面3 (電離放射線の危険

一内部被曝の危険) (以下「抗告人ら準備書面3」という。 )における抗告人ら

の主張には理由がないことを明らかにするものである。

1 抗告人らは,抗告人ら準備書面3において,本件3号機に過酷事故が発生

し,放射性物質を環境に異常に放出する.事故が発生する具体的危険があるこ

とを前提として,電離放射線障害が発生する可能性について緩々主張する。

しかしながら,相手方は;原審答弁書等において詳述したとおり(原審答弁

書「債務者の主張」第3章第6へ第9 (79へ272頁)) ,本件3号機の立

地地点及びその周辺の自然的立地条件(地震,津波等)が原子力発電所の安全

確保に影響を与えるような大きな事故の誘因とならないよう,詳細な調査を

行い,その特性を十分に把握した上で,本件3号機が自然的立地条件に対す

る安全性を確保できるよう,十分に余裕を持った設●計及び建設を行っている。

そして,本件3号機において,放射性物質を環境に大量に放出する事態を生

じさせないようにするため,深層防護の考え方に基づき,異常の発生を未然

に防止する対策を講じた上で,仮に異常が発生した場合でも原子炉を確実に

「止める」ことにより異常の拡大を防止する対策を講’じ万が一,異常が拡大

した場合でも原子炉を「冷やす」 ,放射性物質を「閉じ込める」ことにより事

故防止に係る安全確保対策を講じることで,放射性物質が環境に異常に放出

されることを防止している。さらに,福島第一原子力発電所の事故が津波と

〆
いう共通要因による故障の発生によって引き起こされたことに鑑み,共通要

因故障の原因となり得る自然現象への考慮を手厚くするという,観点から,地

震,津波等の自然現象についてより余裕を持たせた評価を行ってその対策を

講じるとともに,自然現象以外の事象で共通要因故障となり得る火災,溢水

等に対する考慮を強化するなどして事故防止に係る安全確保対策の信頼性を



高めている。加えて,万が一,事故防止に係る安全確保対策が奏功せず,重大

事故等が発生した場合においても,本件3号機の安全性を確保することがで

きるよう,炉心の著しい損傷を防止するための対策(すなわち,従来の原子炉

を「止める」 「冷やす」機能を強化する対策) ,炉心が著しい損傷に至る場合

であっても原子炉格納容器の破損を防止するための対策(すなわち,従来の

放射性物質を「閉じ込める」機能を強化する対策)等を講じ,安全確保対策を

強化している。また,相手方は,万が一,外部電源や非常用ディーゼル発電機

の機能を喪失した場合でも,空冷式非常用発電装置,電源車,蓄電池等の多様

な電源設備を設けるとともに,更なるバックアップとして,新たに設置した

非常用ガスタービン発電機を令和3年2月8日から(乙228), 3系統目と

なる所内常設直流電源設備を同年10月5日から(乙227),それぞれ運用

を開始するなど,電源確保の強化を進めている。さらに,炉心が著しい損傷に

至るおそれがある場合等において,原子炉格納容器の破損を防止して,放射

性物質を環境に大量に放出する事態を生じさせないための対策の更なるバッ

クアップとして,特定重大事故等対処施設を設置し,同日から運用を開始し

ている(乙22 7) 。特定重大事故等対処施設は,故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムに対して原子炉格納容器の破損を防止するための施設

であり,高い頑健性を有・しており,同施設が設置されたことにより;本件3号

磯の安全確保対策の信頼性は極めて高いものとなっている。

以上のとおり,相手方は,本件3号機において放射性物質の持つ危険性が

顕在化することがないよう十分な対策を講じ,本件3号機の安全性を確保し

ているのであるから,本件3号機において,抗告人らが主張するような放射

性物質を環境に異常に放出する事故が発生する具体的危険はなく,抗告人ら



の主張は,前提を欠くものであり,理由がない。

2 上記1のとおり,抗告人ら準備書面3における抗告人らの主張が理由のな

いものであることは明らかであり,また,その多くが独自の見解を述べるも

のであるが,抗告人らの主張には相手方の主張に対する誤解や曲解に基づく

ものが含まれていることから,念のため,以下において必要な範囲で反論を

行う。

(1)まず,抗告人らは, 「広島市域の1週間被曝線量は,グラフから概ね4.

3mS vであることが読み取れる。」 (抗告人ら準備書面3の1(1)(3頁))

と述べ,抗告人ら準備書面3において,これを前提として,過酷事故によ

り,広島市域に居住する抗告人らに深刻な放射線被ばくが生じる旨の主張

を行うている。

しかしながら,放射性物質の拡散は,風向,風速等の気象条件の影響を受

けるところ(甲45 (59頁)),原審答弁書「申立ての理由に対する認否」

第12 (316へ317頁)で述べたとおり,甲第45号証は,南南西(S

SW)の風下方位についてシミュレ上ションされたものであり(甲45、(4

’2頁) ) ,かかる方位は,抗告人らの居住する広島地域’●(北)や松山地域(北

東)とは全く異なるものであることから, 「広島市域の1週間被曝線量は,

グラフから概ね4. 3mS vであることが読み取れる。」というのは誤りで

ある(ちなみに,北や北東の風下方位の場合のめやす線量を超える距離はえ

南南西の場合に比べて,北(N)の場合で半減(≒10/21. 9)し,北

東(NE)に至っては,仮定値すら出現していない1 (甲.45 (40へ41

頁) 。 ) 。

1甲第45号証の参考14-2 (甲45 (41頁) )の「NE」方位の「実効線量(サイト

出力に対応した放射性物質量と仮定) 97煮値」は, 「*」となっている。



したがって,抗告人ら準備書面3における抗告人らの主張は,その前提

を誤ったものであり,理由がない。

(2)次に,抗告人らは,広島高裁平成29年12.月13日決定を引用の上,

「1 0 0 km圏広島市域居住者である債権者らに,本件原子炉の重大事故

によって,深刻な放射能被曝被害を受けることはあまりも明らかである。」

と主張する(抗告人ら準備書面3の1、(3) (7頁) ) 。

しかしながら,仮に本件3号機において,放射性物質が環境に大量に放

出されるという事態が生じるとしても,放射線量は距離による低減効果が

大きいことから,本件3号機から相当程度遠方(自治体が避難計画を策定

することが義務付けられている半径3 0km圏よりも遠い地点)に居住す

る抗告人らが避難を余儀なくされる蓋然性が低いことは,原審答弁書「申

立ての理由に対する認否」第12 (316頁)及び令和4年4月28目付け

相手方意見書の9 (7へ9頁)で述べたとおりである。

(3)上記(2)で述べた相手方の主張に、対して,抗告人らは, 「債務者はi「1 0 0

km圏自治体には避難計画策定が義務付けられていないのだから,避難の

必要はない。 」との趣旨の主張をしている」 , 「避難計画策定義務があるこ

とと,放射能被曝被害を被ることを混同している。 」 , 「原子力災害対策指

針及び電離放射線被曝に関する基礎知識を欠いているための一方的思い込

みといわざるをえない。」と論難する(抗告人ら準備書面3の1(4)(7へ8

頁) ) 。

しかしながら,そもそも,相手方は;抗告人らが主張するような上記趣旨

の主張をしておらず,抗告人らの主張は失当である。すなわち, UPZ2の

2 「U r g e n t P r.o t e c t i v e a c t i o n pl_a n ni n g Z oln e」

の略。防災基本計画は, 「地方公共団体は,i屋内退避及び避難誘導計画をあらかじめ策定す

4



範囲(避難計画を策定すべき範囲)は,放射線被ばくによる影響が及ぶ蓋然

性,限られた時間内での対応の実効性等を総合的に考慮して策定されたも

のであり(表1,乙235 (8頁, 10頁) 日P Zの外側の地域は放射

線被ばくのリスクが比,較的低い地域であると考えられるのであって,この

ことを踏まえた上記(2)における相手方の主張は, -「1 0 0km圏自治体に

は避難計画策定が義務付けられていないのだから,避難の必要はない。 」と

いうことを意味するものではない。相手方の主張は,仮に本件3号機にお

いて放射性物質が環境に大量に放出されるという事態が生じた場合に,原

子力防災の観点から抗告人らの避難が必要となる可能性が存在することま

で否定するものではないが,その可能性は極めて小さく,抗告人らの人格

権侵害の具体的危険が認められる程度の可能性ではないということを意味

するものであって,抗告人らは,相手方の主張を誤解あるいは曲解してい

る。

ちなみに,原子力災害対策指針では,国,地方公共団体等は, 「住民等が

一定量以上の被ばくを受ける可能性がある場合に採るべき防護措置」とし

て, 「UPZ外においてば,放射性物質の放出後についてはUP Zにおける

対応と同様, OIしl及びOIし2を超える地域を特定し,避難や一時移

転を実施しなければならない」と定められており(乙237 (74頁))っ

緊急時モニタリ●ングの実施結果を踏まえて,避難や一時移転の実施が想定

るものとし,国〔原子力規制委員会,原子力防災会議事務局,内閣府〕、及び原子力事業者は,
必要な支援を行うものとする。,特に, PAZ内の地方公共団体●(PAZを管轄に含む地方公

.共団体をいう。以下同じ。 )においては,迅速な避難を行うための避難計画をあらかじめ策
定するものとする。また,実用発電用原子炉施設からおおむね半径ぎOkⅢ圏内の原子力災
害対策指針に基づく緊急防護措置を準備する区域(以下「UPZ」という。 )内の地方公共
団体(UP Zを管轄に含む地方公共団体をいう。以下同じ。 )においても,広域避難計画を
策定するものとする。」としている(乙236 (263頁))。そして,原子力災害対策指

針が示す, PAZ及びUP Zの範囲は,福島第一原子力発電所の事故における対応を踏まえ
つつ, IAEAが示している範囲の最大値を採用したものである(乙237 (54頁) ) 。



されている。また, ・「UPZ外においては, UPZ内と同様に,事態の進展

等に応じて屋内退避を行う必要がある。 」とされている(乙237 (75

頁))。屋内退避は, 「住民等が比較的容易に採ることができる対策であり,

放射性物質の吸入抑制や中性子線及びガンマ線を遮蔽することにより被ば

くの低減を図る防護措置」とされ, 「避難の指示等が国等から行われろまで

放射線被ばくのリスクを低減しながら待機する場合や,避難又は一時移転

を実施すべきであるが,その実施が困難な場合,国及び地方公共団体の指

示により行う」とされている(乙237 (74へ75頁))。このように,

仮に,本件3号機において放射性物質が環境に大量に放出される事態に至

った場合において,抗告人らが居住するUP Z外にまで多くの放射性物質

が拡散するおそれが生じたとしても,本件3号機から相当程度遠方に居住

する抗告人らにおいては,放射性物質が到達する、までの間に屋内退避,避

難等の防護措置を組み合わせて実施することにより,放射線に被ばくする

可能性及び被ばくによる影響を相当程度低減することができるのであるか

ら,抗告人らの居住地と本件3号機の立地地点との距離だけでなく,原子

力災害発生時に講じられる●防護措置も考慮すれば,抗告人らの人格権,す

なわち,生命・身体が侵害される具体的危険が認められないことは,より明

らかである。

したがって,過酷事故により,広島市域に居住する抗告人らに深刻な放

射線被ばくが生じるとする抗告人らの主張には理由がない。



表1 IAEAによるPAZ及びUPZの範囲設定の根拠

区域の種類 PAz UPz 

目的 確定的影容の防止又は低減 掠塁の回避 

実施時期 放出前文は放出直後 放出後数時間以内 

対策 屋内退避、避難 破鏡モニタリング、避難所の設置 

脅威区分 I(原子力発電所等) 重(原子力発電所等) Ⅱ(研究炉等) 

半径 0.5-・5km 5-30玉皿 0.5-■5km 

挺圏の根拠 "放出前又は放出直後iここの ・原子力発屯所を想定 "大気中への放出 

範囲内で請じる緊急晴渡指 した最も重大な緊急事 ー平均的な気象条件でUPz 

直により早期致死を超える 態の場合に早期死亡の を超える場所では、最も蚤 

掠畳を回遊でき、また一般的 リスクを大きく低減す 大な緊急寧態についての 

介入レベル(GIし)を超える るため、数時間又は数 み、個人の総実効録塁が避 

掠畳を防止 時間以内にホットスポ 難のための緊急防級治置 

・チェルノブイリ事故ではこ ツトを特定し、避難す GIしを超える。 

のような距離で数時間以内 るためにモニタリング ーこの学徳内における準備 

に死亡するおそれのある綬 を行う必要のある半 は、必要な場合、辰園外都音 

墨率が測定された。 径。 において有効な緊急肪盛措 

・EAzの最大半径は、次の ・このような半径では、 瞳を実施するための十分な 

理由により 5k皿lと仮定す 放出による法度はPAz 基盤になる。 

る。 境界での法度に比べて 一建物が原因となる航跡効果 

一恵も重大な緊急事感を除 おおよそ1IlOに低減 (wakee∬るcts)を考成し 

いて早期致死が想定され する。 て、最も小さい学径として 

る距睦の限界。 ・この距離は、対策拡 0.5k皿が選択された。 

-オンサイトでの続塁に比 大のための十分な基盤 ・臨界状態にある核分裂性物 

べてU10に低減する。 となる。 質 

ーこの距離を超えた楊所で "5-30kl!1の距離は、 ー臨界による放射線I)スク 

は緊急防護活動が正当化 数時間以内にモニタリ は、γ線及び中性子線から 

されることは、,まず、あり ンクを実施して適切な の外部被ばくがほとんどの 

えない。 緊急防彊活動を行う実 原因となる。 

一散出前又は放出直後に屋 用上の限界と考えられ 一二の半径を超えると、ほと 

内退避や避難が速やかに る。 んどの睦界事故では、個人 

行える実用上限界の距離 ・平均的気象条件でこ に対する実効線畳は避難の 

と考えられる。 の半径を超える均所で 緊急防駁措置のGIしき超 

-これよりも大きな半径で は、ほとんどの重大な えない。 

予備的な緊急寧態措置を 緊急事徳に対して、.個 ー過去の堕罪寧故によるオフ 

実施すると、サイト近傍の 人の総実効禄墨が避難 サイトでの線畳は、0.5- 

人々への緊急防護活動の のための緊急防護措置 1血lを超える緊急防睦措 

有効性が減少すると考え のG皿を超えることは 畳を正当化しない。 

られる。 ない。 

(乙235 (10頁)から引用)

(4)また,抗告人らは,相手方が, 「3号機が福島原発並の重大事故を起こし

ても, 100km圏広島市域の空間線量率は18. 86/LSv/hにしか

ならないのだから避難の必要性はない,と主張している。 」と指摘、し、,仮に

相手方の主張が正しいとしても,そこから求められる年間実効線量9 9.



3mSvは, 「公衆の被曝線量年間1mSvを上限とする」という考え方と

比較して「凄まじい数字である。」と主張する(抗告人ら準備書面3の1(4)

(9頁))〉o

しかしながら,抗告人らが,その主張の前提とする,空間放射線量率の士

8. 86LLSv/hという数値は,申第45号証におけるシミュレーショ

ンが本件1号機へ3号機(出力合計:・2 02. 2万kW)音が事故‾を起こすと

仮定したものであるから,本件3号機(出力: 89万kW)が単独で事故を

起こすと仮定した場合の出力比をもとに音,南南西(SSW)の風下方位につ

いてシミュレーションされた値をそのまま広島地域に適用して求めたもの

である(原審答弁書「申立ての理由に対する認否」第12 (316一「317

頁) ) 。上記(1)で述べたように,放射性物質の拡散は,風向,風速等の気象

条件の影響を受け,また,甲第4 5考証には,広島地域が位置する北東・(N

E)の風下方位の場合のめやす線量を超える距離は,仮定値すら出現して

いない・にもかかわらず,これらの事情を無視して抗告人らが独自に算出し

た年間実効線量は合理性を欠くものである。なお,相手方は,上記により算

出′された空間放射線量率の1 8∴8 6LLSv/hという数値は, 「避難基準

(20LLSv)を下回る」とは述べてはいるが,このことをもって, 「10

0k中国広島市域の空間線量率は18. 86ふんSv/hにしかならないの

だから避難の必要性はない」とは述べておらず,上記(3)で述べたとおり,原

子力災害発生時には,放射性物質の拡散状況に応じて,原子力災害対策指

針に基づく防護措置が請じられることになる。

ちなみに,抗告人らが比較対象としている「公衆の被曝線量年間1mS

vを上限とする」という考え方は,抗告人らも述べているとおり, 「計画被

ばく状況」,つまり,平常時における被ばく線量の上限に係る考え方である



ところ,原子力発電所の事故によって放射性物質が環境に大量’に放出され

ているような状況は「緊急時被ばく状況」に該当するのであるから,抗告人

らの比較対象とする値は適切とはいえない。また,上記(3)で述べたとおりI

放射性物質の拡散状況に応じた防護措置がとられることも踏まえれば,仮

に抗告人らの居住地に放射性物質が飛来した場合に,抗告人らが同じ地点

に留まって被ばくし続けることは考え難いのであるから,そのような事情

を一顧だにすることなく抗告人らが算出した年間実効線量の数値は,非現

実的であり,合理性を欠いている。

また,本件3号機が単独で事故を起こした場合の空間線量率が甲第4 5

号証におけるシミュレーショ.ン結果よりも小さくなるはずであるという相

手方の主張(原審答弁書「申立ての理由に対する認否」第12 (316へ3

17頁) )に対して,抗告人らは, 「現在でもその.シミュレーション結果は

有効とされている。 ‥ ・債務者の規制委シミュレーションは当てはまらな

いとの主張は失当である。 」 (抗告人ら準備書面3の1.(4)(9頁) )と主張

するが,相手方は, PAZやUP Zの範囲の妥当性を検証するために実施

されたシミュレーションの有効性を問題としているのではなく,上記(1)で

指摘した問題のみならず,原子力規制委員会のシミュレーションに用いら、

れた放射性物質の放出量が現実のものと異なるのであるから,そのシミュ

レーション結果をもとに抗告人らの被ばく線量を推測したとしても,抗告

人らの人格権侵害の有無を検討する上では,大きな意味がないということ

を述べているのであって,抗告人ぢは相手方の主張を誤解している。

したがって,抗告人らの主張には理由がない。

以 上


